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1．研究の背景
1－1　広告内の疑似科学的言説
　情報メディアの多様化にしたがって、従来のマ
スメディアの露出率が相対的に低下している今日、
テレビ（民放）や新聞、雑誌などの、運営費用の
多くを広告で賄うビジネスは、構造的な問題を抱
えるに至っている。最近では広告獲得競争のたあ
か、問題のありそうな商品広告が目立つようになっ
ている。そのうち際立っているのが「疑似科学的
言説」である。
　疑似科学的言説とは、実質的には科学性が明ら
かでないにもかかわらず、科学的な根拠があると
した装いをもっ表現である。例をあげれば、難し
い専門用語風の造語、専門家らしき人物の写真や
コメント、作用メカニズムの説明らしき印象的イ
ラスト、効果とは関連性の薄いデータ提示、一誇張
されたグラフ表現などがある。本論文では、こう
した疑似科学的言説を伴うことで購買意欲をかき
立てる意図が見える広告を「疑似科学的広告」と
して、研究対象にしている1。
．1－2　新聞の疑似科学的広告
　マスメディアでの疑似科学的言説は、テレビ番
組「あるある大事典H」でのデータ捏造事件2を
はじめとして、科学への誤解や科学的情報の不信
を招くとして問題視されてきている。しかし、商
品広告は捏造とはいえぬグレーな領域を占めるも
のが多く、一部政策による規制はある（2－3に
後述）ものの、最終的には消費者の目に委ねざる
をえない。商品広告の表現は、その消費者側のメ
ディアリテラシーや科学リテラシー（3－2に後
述）の現状、および将来に向けたその養成、とい
う観点からも検討していく必要があろう。
　マスメディアのなかでも新聞（全国紙）は伝統
的に高い信頼がおかれ、そこに書かれた記事は十
分に信用できる内容ととらえられてきた3。とこ
ろが近年、記事の体裁を真似て信頼性を偽装する
かのような広告（いわゆる記事広告）が増え、新
聞自体の信頼を損なう原因になっている。それに
加えて、疑似科学的広告が目にっくようになって
きており、新聞はそのビジネス面だけでなく、社
会資本（ソーシャルキャピタル）の維持の面から
＊明治大学情報コミニニケーション学部専任教授
1　「疑似科学的広告」といっても、そこで宣伝されている商品に科学的に根拠がないとみなしたり、ましてやその商品に価値
がないと批判したりする意図で、そう呼ぶわけではない。ここでは、科学的根拠があるにしろないにしろ、その広告表現に科
学的言説が伴っているにもかかわらず「十分に科学的である」と表明できていない、という点を問題にしているのである。
2　2007年1月7日にフジテレビ系列で放映された「食べてヤセる！！！食材Xの新事実」で、データ捏造などの問題が判明し、
制作した関西テレビの社長が20日に謝罪した。「番組では、納豆を食べた被験者の中性脂肪値が正常になったとコメントし、
字幕で数字をつけて紹介。だが実際には測定しておらず、他の実験でも測定や検査をしないまま、架空の数字を番組で流して
いた。」（同月21日朝日新聞朝刊14版の1面トップ）
3　電通総研編『情報メディア白書2008』ダイヤモンド社（15p）によれば、1万人（15－59歳男女）の意識調査の結果、「信頼
できる情報が得られる」とされるメディアは、新聞とテレビ（NHK）がともに肯定的回答が40％を超えるのに対して、イン
　ターネットやテレビ（民放）などの他のメディアは20％未満であった。
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も、憂慮すべき事態にあると言えよう4。
　本研究では、マスメディアにおける疑似科学的
広告の現状と課題を考察する目的で、新聞内の疑
似科学的広告に着目し、その現在に至るまでの変
化をサンプル調査した。その結果にもとついて、
広告の背景にある科学性を評価する基準やその社
会的運用について議論する。合わせて、消費者の
科学リテラシーの増進にっいて考察する。
2．実態調査
2－i　調査方法
　上述のような動機にもとついて、疑似科学的広
告の実態をサンプル調査した。具体的には、朝日
新聞縮刷版5にて、疑似科学的広告の件数、面積、
内容を、隔年（西暦の偶数年）ごとに該当年の6
月4週間（6月1日～28日）における紙面を調
べた。今回の疑似科学的広告の判断には、次のガ
イドラインを設定した。
　心身の機能を高めるとされる商品であり、購
入後1週間以内6には効果を自覚することが難
しく、その作用機序や効果の大きさを連想させ
る科学的言説が広告内にあるもので、以下のジャ
ンルからなるとする。
　第1群：健康食品（サプリメントあるいは栄
養補助食品など）、機能的な水、ダイエット食
品。なお、医薬品は含めない了。よく知られて
いる食品そのもの（あるいはその抽出物）は含
あない。ただし、通常の食品と差別化するたあ
に科学的な言説を用いている場合は含める。
　第2群：身体装着物、寝具。練りこんだ物質
が身体的効果を及ぼすという類。なお、外見か
らすぐに効能が推測できるもの（たとえば運動
器具）は含めない。
　第3群：学習グッズ。最新の学説の応用と称
するもの。なお、一般的な参考書やドリルなど
は含まない。
　第4群：霊感商品。霊的なパワーが集あられ
るなどのオカルト科学的言説があるもの。なお、
美術的要素・宗教的要素のみの場合は含めない。
　これらの基準にはあいまいな要素が残されてお
り、判断者の主観に左右される部分がある。しか
し、実際に運用してみると、判断に迷う広告は1
割未満の比率であり、少数の判断者で一貫して作
4　新聞業界では、社団法人日本新聞協会を共同で設立して「新聞広告倫理綱領」を定め、その趣旨にもとついた「新聞広告掲載
基準」を決めている。その中で「虚偽または誤認されるおそれがあるもの：（1）編集記事とまぎらわしい体裁・表現で、広告で
あることが不明確なもの、（2）統計、文献、専門用語などを引用して、実際のものより優位または有利であるような表現のも
の、（3）社会的に認められていない許認可、保証、賞または資格などを使用して権威づけようとするもの、（4）取り引きなどに
関し、表示すべき事項を明記しないで、実際の条件よりも優位または有利であるような表現のもの」に該当する広告は掲載し
ないとしているが、十分に機能してはいないと思われる。筆者のマスメディアにかんする講義の際に配布したコメントシート
に、「最近の新聞広告やテレビのCMは有害情報になるものが多すぎるので、もし自分に子どもができたらできるだけ見せた
　くないなと思う」（4年生女子）というコメントが寄せられた。かなり重大な事態に至っていることを物語っていると言えよ
　う。
5　調査は朝日新聞のみで行なったが、各全国紙で類似した傾向性があると予想している。2008年6月の第1週について読売新
聞、毎日新聞、産経新聞でも補助的な調査をおこなったところ、同一の広告が散見されるなどの、広告掲載の共通パターンが
見られている。
6　ここでの「1週間以内」という規定は、「当該商品の使用」以外の剰余変数の関与が排除できるほど「十分な短期」という
趣旨である。しかし、剰余変数が排除できたとしても、人間の体調などは自然に変動するものであって、低調期に商品を使用
すれば、その後商品とは無関係に回復することは、通常よくある現象である（「回帰効果」として知られている）。体調変動を
考慮すれば、「1週間」の規定は、もう少し短くしたほうがよいのかもしれない
7　医薬品については、薬事法で次のように広告が大きく制限されている。「第66条第1項　何人も、医薬品、医薬部外品、化
粧品又は医療機器の名称、製造方法、効能、効果又は性能に関して、明示的であると暗示的であるとを問わず、虚偽又は誇大
な記事を広告し、記述し、又は流布してはならない。第2項　医薬品、医薬部外品、化粧品又は医療機器の効能、効果又は性
能にっいて、医師その他の者がこれを保証したものと誤解されるおそれがある記事を広告し、記述し、又は流布することは、
前項に該当するものとする。」
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業を行なえば、全体の傾向や経年変化を見る分に
は、十分妥当なデータが得られると推測できる。
2－2　調査結果
　本ページに挿入されたグラフでは、各年での月
当たり（6月の28日間）の広告件数（左目盛り）
と、その広告の紙面上の合計面積（右目盛り）を
図示している。疑似科学的広告の件数は2002年
から急激に上昇しており、近年は約90件となっ
ている。これは1日当たり平均して3件の疑似科
学的広告が見られるという高率である。ちなみに
2002年は新聞広告が減り始める時期8であり、そ
れまでの広告の減少を補うように疑似科学的広告
が増えてきたという構図が見てとれる。
　疑似科学的広告の合計面数は、2002年からじょ
じょに上昇しており、2008年では45面付近に達
していて、広告ひとっ当たり平均して紙面の半分
を占めるほどの露出度合に至っている。一方で、
新聞における広告面積の比率は減っている9ので、
空いた紙面を埋める手段として疑似科学的広告を
大きく掲載するという手法が常態化していると言
えよう。
　2004年以降の273件を、広告の内容でジャンル
分けして比率を求めたところ、第1群93％、第2
群6％、第3群1％、第4群0％であった。マンガ
雑誌などでは散見される第3群や第4群の広告が
新聞ではほとんど見られないことがわかった。
「霊的パワー」や「スピード学習」の類が非科学
的と思われているのに対して、サプリメントは非
科学的ではないと思われる傾向があるということ
だろう。現状の大衆の科学観をうっし出したもの
と言えよう。
　ここで、疑似科学的言説の事例を少し列挙し、
実態の理解の助けにしたい。調査した擬似科学的
広告では、愛用者の感想を入れているもの、何ら
かの権威づけをしているものが、それぞれ3割ほ
どを占めていた。その場合、人物写真を入れてい
ることが多く、商品によって健康に長生きしてい
るという印象を抱かせる高齢者、商品をすすめる
という芸能人や研究者が写っていた10。なかには、
意味も無く販売業者が「白衣」を着て写っている
ものもあり、安易な権威づけの策略があらわであっ
た。
　グラフや表などのデータらしきものを記載して
いるものが2割ほどを占めていた。しかし、その
内容をみると、愛用者の満足度などといった非常
に主観的な数値や、年齢によって代謝機能が低下
するといった商品の効果とは直接関係のないグラ
8　前掲r情報メディア白書2008』（30p）によれば、それまで8500～9000億円レベルでながらく横ばいを続けてきた新聞広告
　総売上は、2002年に1割以上低下して7700億円となり、その後漸減し、7000億円を切る状況までの低下傾向をみせている。
9　前掲書（32p）によれば、新聞広告掲載率（新聞総面数に対する広告の面積比率）は2000年の40．1％から漸減して、2006
　年では36．8％と37％を割り込んでいる。
10　人物写真を掲載すると商品の印象が良くなることはよく知られており、最近ではインターネットショッピングや商品パッケー
　ジにも多用されている。しかし、生産者とされた写真が、じっは販売会社の従業員であった摘発事例があり、多くの偽装が隠
　れているのではないかと推測される。当該摘発事例は次のものである。農林水産省平成20年12月16日プレスリリース「株
　式会社たけ乃子屋他4社による農産物水煮4種の不適正表示に対する措置にっいて：1，株式会社たけ乃子屋が、自社を表示
　責任者としたたけのこ水煮等にっいて、中国産原料を使用していたにもかかわらず、「熊本県産」等と事実と異なる原料原産
　地表示を行い販売していたことを確認しました。2．このため、本日、たけ乃子屋他4社に対して、JAS法に基づく指示を行
　いました。（以下略）」
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フが目立った。なかには、「累積販売数」といっ
た右上がりのグラフも見られたが、累積は絶対に
減少しないので作為的と判断されても仕方がない
ものであった。
2－3　健康食品の特殊事情
　調査の結果、対象広告内容の9割以上が健康食
品であったことから、健康食品をとり巻く情況を
補足しておく。科学的観点からすれば、健康食品
の宣伝に際しては、効果物質の特定、効果機序、
効果量、効果対象者、副作用の少なさなどの表示
がなされる必要があろう。そうすれば、ある程度
の科学的な判断を行なうことができる。ところが、
本研究の対象となったような新聞広告では、この
ような配慮はほとんどされていない。その理由の
ひとっは、直感的な印象が勝負のマスメディアで
は、こうした詳細情報が敬遠されてしまうためだ
ろう11。しかしもうひとっ、健康食品に限ればそ
れを記載しにくい特殊事情もある。
　まず、健康食品がうたう効果が、「身体の組織
機能の一般的増強、増進を主たる目的とする効能
効果である」と解釈されれば、「医薬品としての
効能効果の承認前の明示または暗示」に該当する
ため、薬事法により広告が規制される12。しかし、
この規制を厳密に運用したとすれば、本研究の対
象となったような新聞広告の大部分は、法律に抵
触するとなりかねない13。いわば強すぎる規制と
なるだろう。
　っぎに、健康食品特有の施策として、2005（平
成17）年2月に見直しがなされた「保健機能食品
制度」がある14。保健機能食品とは、「栄養機能食
品」と「特定保健用食品」からなり、栄養機能食
品は、栄養素（ビタミン・ミネラル）の補給のた
めに利用される食品で、栄養素の機能を表示する
ものをいう。栄養機能食品として販売するために
は、当該栄養機能食品の一日当たりの摂取目安量
に含まれる栄養成分量がそれぞれ定められた上・
下限値の範囲内にある必要があるほか、栄養機能
表示だけでなく注意喚起表示等も表示する必要が
ある。
　特定保健用食品は、体の生理学的機能などに影
響を与える成分を含む食品で、血圧、血中のコレ
ステロールなどを正常に保っことを助けたり、お
なかの調子を整えたりするのに役立っなどの、特
定の保健の用途に資する旨を表示するものをいう。
特定保健用食品として販売するためには、食品の
有効性や安全性にっいて審査を受け、表示につい
て厚生労働大臣の許可を受ける必要がある。許可
を受けると、いわゆる「トクホ」マークを表示で
きる15。
　2005年の見直しでは、従来の特定保健用食品の
表示許可に必要な科学的根拠に満たない食品にっ
いても、条件付きで表示を行うことを認めた「条
件付き特定保健用食品」が導入された。また、従
11健康食品の広告に限らず、メディアの情報提供の問題性が、松永和紀著『メディア・バイアス～あやしい健康情報とニセ科
　学』（光文社、2007）で指摘されている。
12　薬事法第68条（承認前の医薬品等の広告の禁止）　何人も、第14条第1項又は第23条の2第1項に規定する医薬品又は
　医療機器であって、まだ第14条第1項若しくは第19条の2第1項の規定による承認又は第23条の2第1項の規定による認
　証を受けていないものにっいて、その名称、製造方法、効能、効果又は性能に関する広告をしてはならない。
13http：／／www．fukushihoken．metro．tokyo．jp／kenkou／iyaku／sonota／koukoku／（東京都福祉保健局の医薬品等広告規制ホー
　ムページ）に、広告の具体例とともに違反の指摘がある。
14　保健機能食品制度の記述は、厚生労働省編『平成17年版　厚生労働白書』（368－9p）の記述内容にもとついている。
15　じっは「食品広告」にっいてもすでに健康増進法に規制があるが、次の文面にあるように「著しい」の解釈が難しく、有効
　に働きにくい。今回調査対象になった疑似科学的広告の多くはトクホを表示していなかったが、規制されてはいない。それら
　はトクホを取得していない段階で「著しい」とは言えないぎりぎりの広告表現をしていたということだろう。　参考：「健康
　増進法第32条の2（誇大表示の禁止）　何人も、食品として販売に供するものに関して広告その他の表示をするときは、健
　康の保持増進の効果その他厚生労働省令で定める事項（以下「健康保持増進効果等」という。）にっいて、著しく事実に相違
　する表示をし、又は著しく人を誤認させるような表示をしてはならない。」
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来の特定保健用食品の許可が蓄積され、表示に係
る十分な科学的根拠があると認められるものにっ
いては、薬事・食品衛生審議会の審査を省略し迅
速な許可を受けることができることとされた。さ
らに、科学的根拠が医学的、栄養学的に確立され
ていることを前提に、特定保健用食品の許可表示
において疾病リスク低減に係る表示が認められた。
すなわち、健康食品の広告に限れば、医薬品、栄
養機能食品、特定保健用食品、条件付き特定保健
用食品といった許可制度によって、許可を受けて
いる商品の広告は科学的広告、許可を受けていな
い商品の広告は疑似科学的広告と識別できる可能
性がある。しかし、そうした許可制度だけでは、
変化の激しい社会には対応できないのではないだ
ろうか。現在の疑似科学的広告をめぐる状況はす
でに、それを具体的に物語っているのかもしれな
い16。
　次章では、いったん広告を離れて一般的な科学
性の判定にっいて検討したうえで、全面的な許可
制度によると消費者の科学リテラシーが養われな
い問題がある点を論じ、広告一般における理想的
な科学性評価基準をうち立てる方向性を考察する。
3．広告の科学性の検討
3－1　科学と疑似科学の境界設定
　科学と疑似科学を区別する境界線を引くことは、
科学哲学における積年の課題であり、いまだに成
功していない。それはひとっには、科学の体系の
外縁が揺らいでいるからである。科学はっねに発
展し、新しい知見が科学の体系に位置づけられて
いくのに対し、それまでの科学の常識がくっがえ
ることもしばしばある17。っまり、科学の周縁部
に少なからずの「グレーな科学」や「未科学」が
存在するのである。もうひとっの要因は、科学の
定義に使用できる概念が、理論やデータなど（後
述）複数あり、狭くも広くも定義できるからであ
る。狭くすれば将来の科学の発展の芽を摘んでし
まうし、広くすれば疑似科学にもとついた怪しい
ビジネスを許容してしまう。
　疑似科学として最近問題になった例に「水から
の伝言」がある。「ありがとう」という紙を貼っ
た容器の水は、冷やすときれいな6角形の結晶に
16　ほかに健康食品が、景品表示法違反として公正取引委員会によって排除命令が下ることもあり、政府による取締りは輻湊し
　ている。最近の例では次のものがある。公正取引委員会平成21年2月3日プレスリリース抜粋「公正取引委員会は、『シャン
　ピニオンエキス』と称する成分を使用して口臭、体臭及び便臭を消す効果を標ぼうする商品の製造販売業者7社に対し調査を
　行ってきたところ、…　　商品を直接又は取引先販売業者を通じて一般消費者に販売するに当たり、別表のとおり、商品パッ
　ケージ、通信販売用力タログ、新聞広告，新聞折り込みチラシ及びインターネット上のウェブサイトにおいて、あたかも、当
　該商品を摂取することにより、口臭、体臭及び便臭を消すかのように示す表示を行っているが、当委員会が7社に対し当該表
　示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めたところ、7社は、期限内に資料を提出したが、当該資料は、当該表
　示の裏付けとなる合理的な根拠を示すものであるとは認められないものであった。」　参考：「不当景品類及び不当表示防止
　法（景品表示法）第4条事業者は、自己の供給する商品又は役務の取引にっいて、次の各号に掲げる表示をしてはならない。
　1（優良誤認）商品又は役務の品質、規格その他の内容にっいて、一般消費者に対し、実際のものよりも著しく優良であると
　示し、又は事実に相違して当該事業者と競争関係にある他の事業者に係るものよりも著しく優良であると示すことにより、不
　当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれがあると認められる表示。2（有利誤認）商品又は役務の価格その他の取引
　条件にっいて、実際のもの又は当該事業者と競争関係にある他の事業者に係るものよりも取引の相手方に著しく有利であると
　一般消費者に誤認されるため、不当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれがあると認められる表示。3（その他の誤
　認）前2号に掲げるもののほか、商品又は役務の取引に関する事項について一般消費者に誤認されるおそれがある表示であっ
　て、不当に顧客を誘引し、公正な競争を阻害するおそれがあると認めて公正取引委員会が指定するもの。同条第2項　公正取
　引委員会は、前項第1号に該当する表示か否かを判断するために必要があると認めるときは、当該表示をした事業者に対し、
　期間を定めて、当該表示の裏付けとなる合理的な根拠を示す資料の提出を求めることができる。（以下略）」
17科学の歴史上で常識がくっがえった最近の例では、大陸移動が有名である。アルフレッド・ウェゲナー（ドイッ人、アルフ
　レート・ヴェーゲナーと発音）は1912年に大陸移動説を提唱したものの、ばかげた空想として科学界に受け入れられないま
　ま1930年に死亡する。その後、1970年代のプレートテクトニクス理論の興隆で、大陸移動が一転して常識となったのである。
　さらに、泊次郎著『プレートテクトニクスの拒絶と受容～戦後日本の地球科学史』（東京大学出版会、2008）によれば、日本
　でのその受容は科学者社会の問題で10年以上遅れたとされる。
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なるが、「ばかやろう」という紙を貼った容器の
水はいびっな氷になると、写真入りで紹介されて
いる18。この話が道徳の教材に収録され、「水は言
葉の影響を受けることが実験で確かめられた。いっ
ぽう人体のほとんどは水でできているので言葉は
体内の水に影響を与える。たから友だちにはよい
言葉を使いましょう」といった構図で、小学校で
教えられたのである。これに対し、科学者や科学
教育にあたる人々から、科学的知識の欠如として
多くの批判が寄せられた19。これとは別に、社会
思想の立場からは、科学が道徳の基盤を支えると
いう、ある種の「転倒」が人々のうちに起きてい
るという、より重大な指摘がある20。
　明確な境界線が引けないならば、「水からの伝
言」は、科学とも疑似科学とも区別がっかないの
だろうか。伊勢田は、禿げ頭と禿げでない頭の区
別は明確でないにもかかわらず、両者の概念はそ
れぞれ有効に働くという例をあげ、次のように言
う21。
　科学と疑似科学の間が単純な基準で白黒にわ
けられるという期待は捨てたほうがよい。実際、
さまざまなレベルのボーダーライン上の事例が
あり、どこで線を引けばよいかはかならずしも
明らかではない。…　　しかし、線引きが可能
かどうかということと、科学と疑似科学との間
に違いがあるかどうかはまた別問題である。
「科学と疑似科学との間に明確な線が引けない
なら、それは科学と疑似科学との間に本質的な
違いがないということである」という論法はま
ちがっている。
　っまり、現状の知見の範囲ですでに、かなり堅
固に確立されている科学と、どうみても問題が根
深い疑似科学とは、はっきりと区別できるという
ことだ。この両極のあいだに「グレーな科学」や
「未科学」を位置づけ、状況に応じて臨機応変に
境界を設定するので十分に社会的に機能すると考
えられる。社会的なリスクが高いと予想されると
きには、厳しく設定して排除傾向を強あ、リスク
が低いときには逆に緩く設定するといった具合で
ある。
　そこで、区別の試みの典型例を見て、検討の題
材としてみよう。シック＆ヴォーンによると、不
思議現象（幽霊体験や占い、超能力など）の科学
性を見きわめるのに次の5っの基準を適用すべき
と述べている22。
　テスト可能性（te＄tability）：主張される仮説
は、その背景となっている理論から説明される
以上の内容を予測する場合に、科学的である。
予測内容が重ねて検証されるほどよく、さらに
18　江本勝氏の『水の「真」力』（講談社、2003）などの一連の著書。水を売りっけるようなビジネスとは違うが、書籍の売上
　だけでも結構なビジネスである。アマゾンの2008年中の売上ランキングの化学分野では、化学の専門書にまじって江本氏の
　諸著作が上位を占めていた。
19たとえば、2006年9月号の『科学』（岩波書店）では、「疑似科学の真相／深層をよむ」という特集が組まれ、疑似科学の現
　状の問題と、それを信じてしまう人間心理の構造とが議論されている。なお、「水からの伝言」の批判については同誌903－4p
　を参照されたい。
20　宮本真也氏による私信。宮本氏はかねてより、人々の心身の規範に、「科学」とされるものが異様なまでに深く浸入してい
　きっっある実態を憂慮している。たとえば、宮本真也「チューニングされた脳とこころの物象化」、『情報コミュニケーション
　学研究』（第4・5合併号、pp．39－50，2008）を見よ。
21　伊勢田哲治著『疑似科学と科学の哲学』（名古屋大学出版会、2003）の8pより。伊勢田氏は、「線を引かずに線引き問題を
　解決する」という方針で、この本を執筆したという。この本には、関連した科学哲学の歴史も概観されており、参考になる。
22　シック＆ヴォーン著『クリティカルシンキング～不思議現象篇』（菊池＆新田訳、北大路書房、2002／2004）の152－164pに、
　5っUt．基準が解説されている。
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予測内容に反証可能性23があるほどよい。
　豊饒性（fruitfulness）：もっとも新奇の予測
ができるものが、』 烽ﾁともよい仮説である。新
奇の予測が成立すれば有益であり、その成果を
役立てることができる。
　範囲（scope）：もっとも多くの現象を予測す
るものが、もっともよい仮説である。より一般
的に成立する仮説が検証されれば、知識をより
統一し体系化することができる。
　単純性（simplicity）：前提となる仮定がもっ
とも少なくてすむものが、もっともよい仮説で
ある。簡潔であれば、誤る部分が減り、間違い
を犯すことが少なくなるし、理解もたやすくな
る。
　保守性（conservatism）：それまで確立して
いる理論にもっとも適合しているものが、もっ
ともよい仮説である。新しい仮説が既存の理論
と矛盾しているならば、それを解消する作業が
さらに必要となるからである。
　さらにシック＆ヴォーンは、5っの基準を単独
に適用しても、あるいはいくっかを組み合わせた
としても、仮説の科学性を確実には判別できない
と述べており、その点、伊勢田の主張と同様であ
る。そこで彼らは、個別の事例ごとにこれら5っ
の基準をあてはめ、科学性の高さの度合を推定す
るように推奨している24。
3－2　消費者の科学リテラシー
科学の境界設定に幅があるのならば、広告を見
る側の消費者にその科学性をある程度査定できる
目が備わっている必要がある。その技能は、最近
「科学リテラシー」として注目されている。科学
リテラシーは、2006年度の経済協力開発機構学習
到達度調査（OECD－PISA）の中核的な調査対象
となっており、その国際的な調査結果が2007年
12月に公開されて日本でも話題になった。OECD－
PISAでは、科学リテラシーは次の諸要素からな
ると捉えられている25。
（1）疑問を認識し、新しい知識を獲得し、科
　　学的な事象を説明し、科学が関連する諸
　　問題について証拠に基づいた結論を導き
　　出すための科学的知識とその活用。
（2）科学の特徴的な諸側面を人間の知識と探
　　究の一形態として理解すること。
（3）科学とテクノロジーが我々の物質的、知
　　的、文化的環境をいかに形作っているか
　　を認識すること。
（4）思慮深い一市民として、科学的な考えを
　　持ち、科学が関連する諸問題に、自ら進
　　んで関わること。
っまり科学リテラシーとは、たんに「科学の知識」
を保有するということではなく、「科学について
の知識」、すなわち科学的方法論や科学の限界ま
での知識をもち、かっそれを活用できること、加
えて、科学に関心を抱いたり、科学探究に参与し
たりする姿勢をとれることを意味している。言い
かえれば、科学リテラシーとは、科学者や技術者
23反証可能性は、科学哲学者のカール・ポパー（1902－1994）が提唱した概念で、「主張をくつがえす事実が存在する可能性が
　あること」である。科学的言説の科学性を良好に規定できるとして自然科学分野で注目された。たとえば、「神の存在は反証
　不可能で科学的ではない」という具合である。ところが、言説に確率的言明を付与すると反証可能性がなくなってしまう問題
　がある。つまり、「Aである」という主張を「9割がたAである」と拡張すると、「Aでない」という事実によっては反証され
　ない。人文社会科学分野の主張はほとんど確率的言説であって、反証可能性を厳密に適用すると人文社会科学は「科学」では
　なくなってしまうおそれがある。
24前掲『クリティカルシンキング』の236－8pに、5っの基準による評価事例が掲載されている。
25　国立教育政策研究所監訳『PISA2006年調査　評価の枠組み』（ぎょうせい、2007）の9pおよび19pに掲載されている。
　また筆者は、こうした考え方にもとついて「科学リテラシー」の授業を担当している。
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などの一部の人々に特有の技能ではなく、市民に
広くいきわたるべき「良識」であるということだ
ろう。
　ところが同調査によると、日本の生徒は、「科
学が、自分や人間社会の中でどのように大事な役
割をもっているのか、なぜそれを学ぶ必要がある
のか」の理解が低く、「科学に関した職業につい
ていることを期待する」割合が、調査に参加した
国々の中で最低であったのである。この事実は、
「水からの伝言」などの疑似科学を信じ込みやす
いのも科学リテラシーが低いためだという理由に
されるなど、昨年（2008年）、教育政策をめぐる
大きな議論をまき起こした26。今後は、生徒の教
育だけでなく、市民全体の生涯教育として科学リ
テラシーの向上を図る方策が求められているのだ
ろう。
　市民の科学リテラシーを高あるためには、生活
の場が「科学リテラシーを高める環境」である必
要があろう。その観点からすれば、広告の科学的
言説を読み取って評価したうえで商品を購入する
という消費プロセスは、消費者にとって格好の科
学リテラシー訓練になるのではないだろうか。現
状の疑似科学的広告は、それに遠くおよばない状
況である。専門用語や権威者の勧めしか手がかり
がない広告では、科学リテラシーの芽をもっ消費
者も、それを育成する機会が与えられないのであ
る。
　では、消費者が広告の科学性を評価できるよう
にするにはどうしたらよいか。ひとっの解決策は、
科学性評価基準を定めることである。広告主は、
消費者がその基準で評価できる手がかりを与える
ように工夫し、消費者はその基準で評価すること
を心がける。そうすることで、おのずと良好な広
告表示が図られ、合わせて、消費者の科学リテラ
シーが増進される、と期待できる。
3－3　科学性評価基準の提案
　科学性評価基準の策定にあたり、最初に、シッ
ク＆ヴォーンによる5っの基準が広告の科学性の
評価基準に適当であるかを検討しよう。5っの基
準には、ふたっの問題点がある。第1に、どの基
準も、科学における理論27にっいての深い理解と
知識がないとそれにもとついた評価ができず、一
般の消費者が広告を評価するのに使用するのは、
そのままでは難点がある。第2に、どれも仮説あ
るいは理論についての基準となっており、効果の
機序が理論化されていない商品の広告は、たちま
ち「科学的でない」となり、実情に合わない。鍼
灸などの伝統的技術のなかには、科学理論として
は未知であるが、効果が是認されているもの、お
よびその関連商品があるからである。つまり、
「効果がある」というデータがあるのであれば、
それなりに尊重される基準が必要である。
　そこで、理論にっいての5っの基準を、一般消
費者の広告評価に使用できるように簡略化し（ア・
イ）、データについての基準を充実させ（ウ・エ）、
疑似科学的な手法を排除する基準を加えて（オ・
カ）、次のように設定した。
（ア）効果機序の理論が確立していること：広
　　告主は、商品の効果にかかわる物質やそ
　　の作用メカニズムなどを適切に説明ある
　　いは図示するように努ある。複雑なとこ
　　ろは適宜WEBサイトの連携を工夫する。
26　たとえば、2008年3月号のr科学』（岩波書店）では、「市民の科学リテラシー」という特集が組まれ、科学リテラシーを酒
　養する学校教育の改革にっいて多角的に議論されている。なお、PISAの調査結果の評価概要については同誌303　pを参照さ
　れたい。
27理論の定義は錯綜していて議論が必要なところではあるが、ここでは、仮説がより確実になり、複数の仮説が体系化されて
　きた段階を「理論」と呼ぶとしておく。
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　　そのうえで消費者は、効果機序の理論が
　　どの程度明確にされているかを評価する。
（イ）上の理論が既存理論と整合していること
　　　：広告主は、効果にかかわる物質が発見
　　された経緯や作用メカニズムが解明され
　　た歴史などを（それに対する否定的な主
　　張も含めて公平に）解説するように努あ
　　る。細かいところは適宜WEBサイトの
　　連携を工夫する。そのうえで消費者は、
　　効果機序にまっわる理論がどの程度既存
　　理論と整合していて、科学界に受け入れ
　　られてきているかを評価する。
（ウ）統計的な試験がおこなわれていること：
　　広告主は、効果が得られたという成功例
　　を選択的に報告するのではなく、商品を
　　使用した人々と使用しなかった人々に分
　　けた、定量的な統計実験の結果を明示す
　　るように努ある。細かいところは適宜参
　　考文献を参照する手法をとる。そのうえ
　　で消費者は、商品効果のデータ蓄積がど
　　の程度完備しているかを評価する。
（エ）上について第3者による追試がおこなわ
　　れていること：広告主は、統計的な試験
　　結果が公的機関などの第3者によって支
　　持されているかどうかを、明示するよう
　　に努める。他の実験結果を（肯定的であ
　　ろうがなかろうが）網羅的に参照するよ
　　う努力する。そのうえで消費者は、商品
　　効果のデータ蓄積がどの程度広く受け入
　　れられているかを評価する。
（オ）不当な権威化の要素がないこと：広告主
　　は、権威に訴える表現を自粛し、「○○
　　賞受賞」などの場合28にも、その背景を
　　説明するように努める。適宜参考サイト
　　を参照する手法をとる。一方で消費者は、
　　商品効果が権威化によって不当に高く表
　　現されていないかを評価し、同時にそう
　　いった誤認があれば自ら改める。
（力）数値やグラフの表現に不合理な点がない
　　こと：広告主は、数値やグラフを合理的
　　に使用するように努める。一方で消費者
　　は、数値やグラフによって商品効果が不
　　当に高く印象づけられていないかを評価
　　し、同時にそういった誤認があれば自ら
　　改める。
　上記の科学性評価基準でとくに重視しているの
は、データにっいての基準（ウ・エ）である。広
告ではないが、さきに述べた「水からの伝言」を
具体例として考えてみよう。科学者は通常「気持
ちが水に影響するなど、科学的にありえない」と、
理論にっいての基準で批判するが、データについ
ての基準でも批判が可能であり、むしろそちらの
ほうが本質的な批判になる。「水からの伝言」は
結晶事例を（たぶん選択的に）提示しているだけ
であり、結晶度合いや頻度を定量的に比較してい
ない、つまり科学的方法による試験になっていな
いのである。また、長年にわたる主張にもかかわ
らず、第3者による追試の結果も示されていない29。
　データについての基準で高く評価できる新聞広
28賞の受賞や特許の取得をうたう広告がしばしば見られるが、消費者は該当の賞や特許が「何にっいて」授与されているかに
　注目する必要がある。特許については、今やWEBサイトで登録番号から容易に検索できて「特許の範囲」が閲覧できるが、
　商品に直接使われてはいない「周辺特許」である可能性がある。また、「特許の出願番号」が書かれているものもあるが、出
　願は自由にできてしまうので、権威づけにさえならない。
29http：／／www．hado．com／emoto／emoto－top．htm（江本勝氏のホームページ）によると、最初の主張は1999年の（論文では
　なく）著書である。同ホームページからもわかるように、江本氏は（科学者でなく）経営者である。どんな人が主張している
　かで、科学性を判定する方法も知られており、ロバート・アーリック著『トンデモ科学の見破りかた』（垂水＆阪本訳、草思
　社、2001／2004）では、とくにその点を重視した提案をしている。しかし、広告の評価の場合は、主張者を手がかりにする方
　法は有効ではないと判断して、本論文で提案する基準にはもりこんではいない。
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告には、サントリー黒烏龍茶の「脂の入り　脂の
出」があげられる。血中中性脂肪の上昇が食事後
4・5時間で2割程度抑制されたこと（脂の入り）
を示す折れ線グラフと、脂肪の排出量が倍増した
こと（脂の出）を示す棒グラフが掲載されている。
ともに非飲用群に対して飲用群を統計的に対照し
た試験結果であり、それらの試行数（人数）も明
示されたうえ、出典の論文もそれぞれ明記されて
いる30。なお、この商品はトクホを取得している。
　こうしたデータ基準で高評価の新聞広告は、現
状のところごく少数である。もし、トクホを取得
していないと効果の比較結果が表示できないとか、
あるいはトクホを取得していたとしても薬事法の
制約からその表示に躊躇するという事態なのであ
れば、政策面の改革が急務であろう。商品につい
て効果比較データをかなりもっているにもかかわ
らず、広告主としてはそれが表示できずに、関連
性のうすいグラフ表現や権威化に頼っているとし
たなら、広告主と消費者のあいだはコミュニケー
ション不良の状況である31。
　今回の科学性評価基準はまだ提案の段階であり、
今後は政策面、広告主（あるいは広告会社）の受
入れ可能性の面、メディアの運用可能性の面、消
費者の理解可能性の面などから多角的に評価して、
基準を充実させていく必要がある。しかし、こう
した科学性評価基準にっいて考察することだけで
も、広告にまっわる政策を改善し、メディアの広
告業務を進展させ、ひいては広告主と消費者のあ
いだのコミュニケーションを良好にする、諸々の
方策を導き出すことができる。
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26
